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はじめに

第二次世界大戦以後の日本の人文・社会科学の歴史を顧

みるとき、アメリカの日本研究における歴史認識の問題を

避けて通ることはできない。とりわけ歴史学の研究諸領域

は、その多くの部分が、アメリカの日本研究との関係性の

なかにおいて成立してきた 1。近年では、日本の近現代史を

東アジア地域全体のなかで再検討する研究動向も現れつつ

あるが、そうした複数の地域にまたがる歴史研究（一国史

的な歴史観からの解放）の前提には、戦前・戦中から戦後

のある時期まで、歴史学の分野において支配的であった単

線的な発展段階論からの離脱期があったことを見落として

はならない。

1960年代に日本の人文・社会科学の領域を席巻した、い

わゆる近代化論は「ケネディ・ライシャワー路線」を背景

として日本へ導入されたイデオロギー性を帯びた歴史観で

あったと整理されることが多い。このような観点から冷戦

期におけるアメリカの東アジア政策と近代化論との関係に

ついて言及した研究はこれまでにもいくつか存在するgし

かし本稿では、近代化論をめぐる論争の場そのものが、そ

れまで支配的であった単線的な発展段階論を相対化し、近

年の歴史研究の領域において主流となりつつある「複数の

近代」という歴史認識を生むための土壌でもあったという

見方を提示したい。

近代化論は、 1960年の夏に開かれた「箱根会議」以降、

広く知られるようになるが、会議を主催した「近代日本研

究会議」 (Conferenceon Modern Japan) に関しては、こ

れまでに本格的な研究はなされていない％同研究会議の設

立者の一人でもあるマリウス ・B・ジャンセンは、同研究会

議の活動が終了した後の1978年に「近年になって、実はあ

の「近代化」の傘は冷戦のために作られた知的キノコ雲に

ほかならなかったことが発見されるにいたった」と述べて

いるぢこうした批判は、当時、ジャンセンよりも若い世代

のアメリカの日本研究者たちが有していた地域研究の政治

性に対する否定的感情を端的に表すものであろう。しかし、

ジャンセンによれば、同研究会議の内部でも、 1960年代を

通して、徐々に、その歴史認識のあり方の問題性を自覚し、

修正しようとする動きが見られたという。

近代化論の修正は、キューバ危機やベトナム戦争に象徴

される冷戦構造の深刻化、世界的な学生運動の隆盛、およ

び、日本でいえば四大公害訴訟に代表される公害問題の広

がりといった、 1960年代における政治的・社会的変動を反

映したものであったと考えられる。本稿では、「近代日本研

究会議」の財政的側面、エドウィン・O・ライシャワーと日

本の知識人との対話、同研究会の議長であったジョン・W・

ホールの言説の検討などを通して、彼らの提起した近代化

論という研究枠組が、当時の時代環境のなかでどのような

変化をせまられ、その後の日本研究にどのような影響を与

えたのかを考察したい。

1 . 「近代日本研究会議」の成立

「近代日本研究会議」 (Conferenceon Modern Japan、

以下、〈研究会議〉）は、 1958年4月にニューヨークで開か

れた「アジア研究学会」 (Associationfor Asian Studies、

以下、 AAS) の年次大会において議題として取り上げら

れ、同年11月に、ミシガン大学において、ジョン・W・ホー

ル（議長）、マリウス ・B・ジャンセン、 ドナルド ・H・シャ

イプリー、 トマス・C・スミス、ベンジャミン・シュワルツ

によって設立された。＜研究会議〉の設立趣旨は、それまで

各大学および研究機関で行われていた日本研究の成果を組

織的にまとめあげ、研究業績をプールし、近代日本につい

ての剌激的で新しいアイディアとアプローチの可能性を探

ることであった50

く研究会議〉は当初、 5つの研究テーマに沿った 5ヵ年

にわたる研究計画を立て、年 1回のセミナーと研究書の発

行を予定していた。開催地と各セミナーの責任者および

テーマは、次の通りである。

(1) 1962年：バミューダ (M・B・ジャンセン）

Changing Japanese Attitudes Toward Moderniza-

tion 

(2) 1963年：コロラド (W・W・ロックウッド）

The State and Economic Enterprise in Japan 

(3) 1963年：バミューダ (R.p・ドーア）
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Social Change in Modern Japan 

(4) 1965年：バミューダ (R・E・ウォード）

Political Development in Modern Japan 

(5) 1966年：プエルト・リコ (D・H・シャイプリー）

Tradition and Modernization in Japanese Culture 

5年で終わる予定であった計画は延長され、第 6回目の

セミナーが、 1968年にプエルト・リコにおいて、 Dilemmas

of Growth in Prewar Japan (戦前日本の成長のジレン

マ）というテーマのもと、ジェイムズ ・W・モーリを責任

者として開催され、同年に組織としての活動を終える。ま

た、この 5ヵ年計画に先立ち1960年に箱根で開催された予

備会議が、近代化論導入のきっかけとなった会議としてし

ばしば言及される「箱根会議」 6である。

く研究会議〉は AASの特別研究プロジェクトとして設立

されたが、よく知られるように、このプロジェクトには

フォード財団から多額の研究助成金が与えられていた。ア

メリカの財団と日本研究の関係について調査を行ったキン

バリー・グールド・アシザワによれば、 1953年から20年間

にわたってフォード財団は、日本に関する研究の直接支援

として150万ドル近くを供与していたぢ

では実際に、フォード財団からこのプロジェクトに対し

てどれほどの資金援助があったのだろうか。 1960"-'64年に

かけてのく研究会議〉への助成金（助成対象名： Association 

for Asia Studies, Research conference on modernization 

of Japan) は、フォード財団の年次報告書によれば次の通

りである。

助成金 支払金 残 展↑ 

1960年 135,000 9,000 126,000 

1961年 25,650 100,350 

1962年 100,350 

1963年 25,650 74,700 

1964年 25,700 49,000 

（単位：ドル、 FordFoundation Annual Report 1960-1964をも

とに垣内が作成）

フォード財団がAASに対して行った助成のうち、く研究

会議〉に対するものは以上である。 13万5千ドル（当時の

日本円で4860万円）の助成が初年度に一度に行われていた

ことになる。この助成金に関しては、1965年のホールとジャ

ンセンを囲んだ座談会において、司会の児玉幸多の研究資

金についての質問に対して、ホールが「一ぺんにもらった

わけです。計画一五ヵ年計画を立てて、それをもらったわ

けです。しかし、うまく保存しましたから、五年でなく、

六年まで続くようになりそうなのです」と答えている％さ

らに1966年には、残高の 4万 9千ドルに上乗せするかたち

で、 18万ドルの助成金が追加されている。

健

1960年のフォード財団年次報告書には、助成理由として、

く研究会議〉による 5ヵ年にわたる日本の経済成長と民主

的諸制度の適用に関する調査が、これからのアメリカの日

本研究における焦点となるだろうという点をあげてい

る90

アシザワによれば、フォード財団の評議委員にく研究会

議〉への助成を進言した財団幹部職員は、その理由として

「米国の東アジアにおける国益にとっての日本の重要性、

日本における急激な変動、および日本ならびに近代化の過

程にあるその他のアジア諸国に対する米国人の理解を深め

るために分析が必要なこと」をあげていたという況

フォード財団による初の日本関連の研究助成は、同財団

が1953年に創設した海外研修・研究委員会 (Boardof Over-

seas Training and Research : BOTR)における、ポール・

ランガーとロジャー・スウェリンゲンによる日本の共産主

義の研究に対するものであった（この二人は、 1950年から

南カリフォルニア大学の太平洋問題調査会においてロック

フェラー財団などの助成のもと研究を続けていた）。アシザ

ワによれば、当時の年次報告書にはその助成について「現

代日本の政治組織と機構に関する研究」と記載されていた

が、助成申請書のタイトルは「日本および極東における共

産主義教化と支配を目指すソ連の手口」であったという。

その後、 BOTR自体は、 1954年に国際研修・研究諮問委員

会 (ACITR) と改称され、 1959年には ACITRも解散す

る11。

以上のことからも、フォード財団の1950年代における助

成目的と、 1960年から始まる＜研究会議〉への助成目的と

では、その内容が異なっていることがわかる。財団の幹部

職員のメモを調査したアシザワによれば、財団の日本認識

は「民主化を必要としている「旧敵国」から、社会科学の

健全な（すなわち非共産主義的な）発展のための支援を必

要としている国、共産中国と東南アジアと対抗する上で戦

略的に重要な国、開発途上地域のモデルとなりうる国、さ

らに、国際社会への仲間入りをしようとしている先進工業

国へと変わってきた」という汽つまり、財団の日本への関

心が、当初の日本の国内状況や政治制度に対するものから、

1960年前後を境に、「近代化の発展モデル」としての日本へ

と移り変わったというわけである。

研究を助成する側の認識だけから、く研究会議〉全体の意

図を判断し、評価することはできないが、少なくとも、助

成が始まった1960年の段階においては、のちに日本の研究

者たちが激しく批判したような「あらたな支配イデオロ

ギー 13」といった性質をそこに見出すことは無理があるよ

うに思われる。むしろ、アシザワも指摘するように、「マッ

カーシズムの攻撃からこの学問分野を救う必要」から中国

研究に次ぐ多額の助成金が出資されていたと考える方が自
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然だろう心

く研究会議〉の議長であったホールと直接対話をした金原

左門によれば、く研究会議〉の組織化のいきさつとして、ホー

ルは「当時、ワシントン大学（シアトル）にいた M・B・

ジャンセン教授と、シアトルからみて美しく横たわるカス

ケード山脈のレニア山（四三九ニメートル）に登ったとき

に、ともするとこれまで異国趣味風(exotic)にみられがち
ジャパノ ロジ一

であった日本学を、一つの体系“ジャパニーズ・スタディー

ズ”にまとめあげようと話し合って「近代日本研究会議」

の準備にこぎつけた」と語っていたという 15。このエピソー

ドからも、発足当初のメンバー、とりわけ、ホールとジャ

ンセンが、戦時期の敵国研究を起源とする、彼らよりも年

長世代の日本研究者に顕著であったとされる文化本質主義

的な研究枠組16から脱しようと企図していたことが伺え

る。

また、ホールに関しては、く研究会議〉参加以前から、ミ

シガン大学の日本研究センターが1950--------55年にかけて行っ

た岡山県の新池村の現地共同研究にかかわっていたことか

らも、個人による文化史的・思想史的な研究よりも集団に

よる実証的な研究方法に強い関心があったことがわか

る心のちに「箱根会議」において提示することになる、近

代化を見る際の「オープン・アプローチ」（予め結論を予想

しない、仮説定時的なアプローチ戸は、こうした学際的研

究の経験から獲得された方法論であるとも考えられる。

ここで、く研究会議〉成立以前の、アメリカにおける日本

研究の歴史を簡単に概観しておきたい。戦前・戦中期から

始まるアメリカの日本研究の潮流を見ることで、それまで

の日本研究のなかにおける＜研究会議〉の歴史的位置づけ

を試みたい。

アメリカの日本史学の研究史をまとめた宮本又次は、戦

後の日本近代史研究の起原として、 E・ハーバート・ノーマ

ン（カナダ人ではあるが）が1940--------50年代にかけて公表し

た一連の研究（『日本における近代国家の成立J1940年、「日

本の兵士と農民j1943年、『忘れられた思想家一安藤昌益

のこと』1949年）と、そのほぽ同時期に公表されたエドウィ

ン・O・ライシャワーの研究（『日本の過去と現在」 1946年、

『合衆国と日本』 1951年）をあげている。宮本によれば、

それらの研究において、ノーマンが日本の前近代（江戸時

代）を否定的に捉えているのに対して、ライシャワーは、

封建時代を近代社会への前段階として積極的に捉える視点

をもっていたとされる。こうした日本近代（維新・明治期）

に対する視点の違いは、西洋人による成熟した日本学の喘

矢と見なされるジョージ・ B・サンソム（『日本小文化史』

1931年）とノーマンの研究視角の違いに由来する。

サンソムは西欧に対する日本の特殊性に注目し、そこに

近代日本のメリットがあると指摘したのに対して、ノーマ

ンは発展の基調は日本も西欧も共通であるとし、日本の特

殊性は大きく日本近代にゆがみをもたらしたと考えた。宮

本によれば、戦後のライシャワーの見解はサンソムの流れ

をつらなるものであり、サンソム・ライシャワー路線に

沿って日本の近代史研究が1970年ごろまで続いたとい

，゚
 

ー

ニつ

ようするに、戦後のアメリカによる日本近代史研究の主

流は、 1970年頃までは、日本の特殊性を近代化の前提条件

と見るような認識枠組のなかにあったということである。

一方、戦後日本における近代化論の研究史を詳細に検討

した金原左門によれば、近代化論は、アメリカ政府主導に

よるロシア・ソビエトを対象とする歴史研究と対ソ政策が

結びつけられるなかで形成されてきた研究潮流であるとい

。゚
2
 、つ

アメリカ政府主導によるロシア・ソビエト研究の起原は

第二次世界大戦中にさかのぽる。以下、金原の整理に従え

ば、 1938年にアメリカ学術団体会議がスラプ研究委員会を

設置し、 1941年に政府機関として戦略調査分析部が設置さ

れる（ソ連課長にコロンビア大学の G・T・ロビンソンが就

任）。第二次大戦後の1946年には、コロンビア大学にロック

フェラー財団の資金援助を受けてロシア研究所が設置され

る。さらに、 1948年にハーバード大学にロシア研究所が設

置され、 1950年には合衆国空軍の委託調査で「ソビエト社

会制度のハーバード・プロジェクト」が組織される。そし

て、 1952年にはインディアナ小卜1ノートルダムで「ソビエト

帝国主義」のシンポジウムが開かれ、同年、ウォルト ・W・

ロストウを中心とするマサチューセッツ工科大学国際問題

研究センターでは、後進国の変動調査が計画される。この

時期あたりからロシア・ソビエトを対象とする近代化論の

研究が本格化する尻

そうしたなか、 1950年の朝鮮戦争の勃発は、 1949年の中

国革命に引き続いて、アメリカの世界戦略およびアジア政

策に強いインパクトを与えた。アメリカは「北京政権はソ

連の植民地政府」「スラプ人による大規模な満小卜1国の実現」

という認識にもとづき、極東における「封じ込め政策」を

採用した。アジアの共産主義はソ連が輸出したものであり、

そうした共産主義勢力の拡大は歴史の必然ではなく、「封じ

込め政策」によって内部崩壊するとされた22。アメリカはロ

シアの近代化過程を分析することを通じて、ロシア革命は

歴史的必然ではなく、後進国型の近代化過程における一つ

の類型にすぎないと判断し、そのような近代化過程は、日

本やトルコなど他のアジア諸国とも比較可能であるとし

た。

ようするに、東西冷戦構造のなかで、共産主義革命に替

わる概念として「近代化」という概念が戦略的な地域研究

の道具として用いられていたということである。
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以上で見たように、戦後アメリカの日本近代化論につな

がる日本研究には、大きく二つの系譜が存在した。一つは、

ノーマンやライシャワーらに代表される日本研究者による

日本近代史研究の系譜であり、もう一つは、戦前からのロ

シア・ソビエト研究に由来するアメリカの冷戦戦略として

の近代化論の系譜である（この系譜はロストウの『経済成

長の諸段階J(1960年〕につながるものと考えられる）。

く研究会議〉は、明らかに前者の系譜の延長線上に位置

するものであると考えられるが、 1960年の「箱根会議」以

降、近代化論に向けてなされた批判の多くは、後者の冷戦

戦略の一環としての近代化論を対象としていた。その理由

の一つとして、本来は前者の系譜に属するライシャワーが、

1960年前後を境に、とりわけ、 1961年に駐日アメリカ大使

となって以降、積極的に日本の論壇において当時の日米関

係を背景とした政治的色彩の濃い議論を展開したことがあ

げられる。

2. 「ライシャワー攻勢」と産業的近代化論

本節では、近代化論とアメリカの冷戦戦略との関連性を

指摘する際に、しばしば、「ケネディ・ライシャワー路線」

とか「ライシャワー攻勢」といった文脈において言及され

るライシャワーの日本の近代化に関する議論について見て

行きたい。ライシャワーは、く研究会議〉のメンバーではな

かったが、「箱根会議」にも出席し、その後、 1961年には、

駐日大使として日本に赴任し、様々な媒体で、積極的に日

本の近代化についての議論を展開していた。

ライシャワーは自伝のなかで当時を振り返り、近代化論

が「ハーバード学派」と侮蔑のニュアンスをこめて呼ばれ

たが、近代化という言葉は「十九世紀中葉いらいの日本に

起りつつある深甚な変化をひっくるめて言う漠然とした語

にすぎなかった」といい、「私の言う近代化とは、完全に無

色・中立な概念」であり「民主主義と人権と社会・経済的

平等は信じる者であるが、その価値判断と世界の近代化が

なぜ、いかにして起るかという理論は、完全に別物である」

と述べている汽

ライシャワーの近代化論そのものについては、ここでは

詳しく見ないが、縦に「完全民主主義一絶対専制主義」と

いう政治的座標軸、横に「完全統制経済ー完全自由経済」

という経済的座標軸を設定した四象限図によって、近代化

の過程を説明する比較的単純なものであり、ヨーロッパ北

西部、北アメリカ、オーストラリア、ニュージーランドな

ど「古くからの民主主義国」を完全民主主義・完全自由経

済付近（第一象限）に位置づけ、ソ連を絶対専制主義・完

全統制経済付近（第三象限）に位置づけるというものであ

る。ライシャワーによれば、近代化した諸国はこれらのい

健

ずれかの象限にマッピングすることができ、戦前の日本は、

第三象限に近い位置にいたが、戦後の占領政策によって、

第一象限に極めて近い位置に移動したという凡

自伝の回想とは異なり、四象限図へのマッピングの前提

には、かなり価値判断が含まれているように思われるが、

いずれにせよ、当時のライシャワーの近代化認識は、く研究

会議〉に集った研究者たちとは異なる研究動機にもとづく

ものであったと思われる。

ライシャワーが駐日大使となったきっかけとしてしばし

ば言及される論文が、 1960年10月に『ForeignAffairs」に

掲載された"TheBroken Dialogue with Japan" (邦訳「日

本との私的な対話ー安保反対運動とアメリカヘの教訓」

『世界」 1961年1月号）である。この論文でライシャワー

は、1960年の安保改定の際に展開された反対運動に言及し、

基本的に岸政権の立場を擁護しつつも、アメリカ人は、もっ

と日本の反対派分子と対話する必要があると主張してい

る。その理由は、安保反対運動が「緊張と暴力とが増大し

て、結局は左翼革命か、反対派のファシスト的弾圧に終わ

るほかないことの前兆を示した」ものであり、まもなく、

教育の全過程を戦後の教育改革期に過ごした世代が社会の

中心に出てくるが「かれらの自立の精神は容易に革命的焦

燥に変わり得る」ので、そうした事態を避けるためにも知

識人を含む運動に参加した反対派分子と、アメリカ側が

もっと積極的に対話をすべきだというものであった汽

池井優によれば、ライシャワーを駐日大使に任命したケ

ネディの人事には、ケネディ政権のアジア外交方針がはっ

きりと反映していたという。池井によれば、チェスター・

ポールズ国務次官補にライシャワーを大使に推したのは、

当時、国務省極東部に勤務しており、かつてハーバード大

学においてライシャワーのもとで学んだジェームズ・トム

スンであった。ライシャワーは進歩的学者であると見なさ

れていたことから、対日政策が変化したと思われる可能性

があるという理由などによって、日米双方から大使就任へ

の反対意見などが出たが、結局、まったく日本に関する知

識がない、もしくは東洋に関心がない先任者が続いていた

ことなどから、日本研究者であるライシャワーに大使就任

の要請がなされることとなった呪

池井によれば、当時のアメリカの対日方針は、 (1)日米安

保条約にもとづく政治的協力の強化、 (2)日米両国の共同防

衛の発展・同盟国の領土保全と独立を脅かすものへの効果

的阻止に必要な全ての軍事的手段の維持と開発、 (3)アジア

における協力開発体制の発展強化、であり、ライシャワー

に期待されたのは、日本内部の「秩序再編成」と相互交流

の新しい促進であった。安保反対運動に際して、ライシャ

ワーが論じていた「絶たれた対話」の回復が任務となった

のである凡
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日本研究と近代化論ー「近代日本研究会議」を中心に一

ライシャワーの対話は、知識人と労働者の代表に対して

開始された。左翼的知識人に対しては、先述した近代化論

の提示によって、論争の場に引き込もうとしたが、池井の

評価では、せいぜい中山伊知郎や林健太郎など、もとから

意見の近い人物と対談した程度に終わり、直接的な論争と

はならなかったという。他方の労働者の代表に対しては、

社会党、総評、民社党、同盟といった組織とコンタクトを

とり、とりわけ総評の幹部に向けて招待外交が行われた。

1962年には、アメリカを訪問した労働組合代表の数は、 12

代表71名におよび、そのなかには総評系の国労・炭労・全

逓・全電通・鉄鉱労連などが含まれていたという 280

池井の評価は、ライシャワーの日本の知識人との対話は、

もとから意見の近い人々と対談をした程度に終わったとい

うものだが、他方、論壇を中心に、現実の経済成長を肯定

する理論としての近代化論について積極的な応答をする

人々も現れた。

1960年の「箱根会議」以降、池田勇人内閣の所得倍増計

画・高度経済成長政策を背景に、く研究会議〉とは異なる文

脈から提示された産業的近代化論についての議論が盛んと

なる。ライシャワーも、こうした産業的近代化論に乗ずる

かたちで、対談などにおいて日本の近代化の過程が低開発

諸国のモデルとなりうるといった議論を展開していた。

1961年9月号の 『中央公論jで、中山伊知郎と対談をし

たライシャワーは、日本の近代化が「全般的にみれば大成

功」であったと述べ、「日本の例は、低開発諸国の“手本”

となるべきものでしょう」と発言している呪この対談は、

『中央公論jを舞台とした産業的近代化論をめぐる議論を

前段としていた。それは、同誌1961年5月号に掲載された

クラーク・ケェア、フレデリック ・H・ハービソン、ジョン・

T・ダンロップ、チャールズ・A・マイヤーズによる「今日

の経済的人間像」という論説に対する日本側の応答として、

同誌の1961年 6• 7• 8月号にわたって掲載された、中山

伊知郎、尾高邦雄、蝋山政道らの議論である。のちに「ケ

ネディ・ライシャワー路線」や「ライシャワー攻勢」と呼

ばれることになる現象の内実を把握するためにも、ここで

簡単に一連の議論を概観しておきたい。三者の議論はそれ

ぞれ前号の論説を踏まえて書かれているので、時系列に

沿って以下にそれぞれの論説を概観し、日本の知識人たち

の産業的近代化論に対する主体的関心がどのような内容

だったのかということを明らかにしたい。

『中央公論jを舞台とした一連の議論は、前述のクラー

ク・ケェアたちによる論説「今日の経済的人間像」を受け

るかたちで展開されたが、その論文の大意は、工業化・産

業化の進展した社会においては、従来のマルクス主義によ

る資本主義社会の分析にみられたような労使の対立などは

緩和され、資本主義と共産主義の間にあるイデオロギーの

差も工業社会の運営における実利的配慮に取って替わられ

るというものであった汽

この論説に対しては、まず中山伊知郎が『中央公論JI961

年6月号に掲載された「日本の工業化と日本の民主主義」

という論説で応答した。

中山は「日本の工業化はすばらしいが、日本の民主主義

はぐらついている」という現状認識を示し、この問題は、

政治と経済を切り離しては議論できないとする。「日本のエ

業化と政治の貧困とが決して無縁なものではない」という

のである。つぎに、その原因を日本独特の工業化（産業的

近代化）の過程に見出す。中山によれば「日本の工業化は、

日本の社会の伝統を思い切って利用することによって成功

し」たが、その結果「伝統的な社会の根底を崩して」しま

ぃ、その崩れてしまった社会（デモクラシー支える社会の

基盤）をいかに再建すべきかが当面の課題であると述べ

る因

また、戦後の経済改革についての、中山の判断は両義的

である。財閥解体や封建的遺制の改革は、一方では工業化

を促進したが、他方でそれを支える伝統的な社会・文化ま

でも解体してしまうと、社会基盤の安定性が失われてしま

いかねないという。中山は「戦後デモクラシーは、社会に

このようにして生じた空白を埋めるものとして期待され

た。しかし実際には今日までのところ、この期待は十分に

満たされていない」とし、失われた伝統的特質を新しい形

で再建する必要性を説く 320

ここで中山の言う、急速に進展した工業化にともなう「社

会の空白」とは、伝統的特質に由来する社会的紐帯（家族

的共同体）や、「高い工業化の水準に適応した社会構造」の

不在を指すと思われるが、それを埋めるものとして、中山

は、「新しい日本の文化」と言うにとどまり、具体的な内容・

方策は示していない。中山の論説は問題提起に終わるが、

あとに続く尾高、蝋山の論説ではその「社会の空白」が何

によって埋められるべきなのかという問題が取り扱われて

いる。

尾高邦雄は、『中央公論j1961年7月号に掲載された「産

業の近代化と経営の民主化」において、冒頭に中山の議論

を要約し、「中山さんの使っている概念は、全篇を通じで、

必ずしも明瞭ではない」としたうえで、中山の提示した「封

建的遺制」は「「親権的」な労使関係とか、終身雇用・年功

序列制度・職場外の生活にまで及ぶ労働者福祉への温情的

配慮などによって特質づけられる「経営家族主義的」な労

務管理の方式」であると規定する。また、中山の「工業化」

という用語は industrializationの訳語であるから、「産業

近代化」と言う方がふさわしいと主張する。ともあれ、尾

高は、中山の議論にはアメリカの産業近代化に関する新し

い理論枠組の影響が見られるとし、その特徴として、産業
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垣内

近代化のプロセスは各国各地域で一様ではなく、その国・

地域の階級構造・家族制度・宗教・社会的慣習および規範・

労働への態度などによって独自のパターンを示すことを強

調する点をあげ、それを「多元的近代化の理論」と呼ぶ汽

尾高は「多元的近代化の理論」の長所として、これまで

支配的であった一元的な発展段階論に比べてはるかに多産

的であり、分析枠組としてより現実に肉薄できる点を指摘

したうえで、その短所も指摘している。それは、各国・各

地域の産業近代化の独自性を強調するあまり、どんなに非

民主的な制度であっても、結果において企業が儲かり、経

済成長が順調であるならば、それを肯定してしまう独善的

な面である叫

尾高は、民主化を「一つの集団なり組織なり社会なりの

構成員が、その地位や立場のいかんにかかわらず、彼らの

重要な関心事であり、また組織の目標達成に必要なことが

らの決定に参画しえているというその度合いが、結局にお

いて、民主化の度合いであり、いいかえれば、民主主義の

実現や浸透の度合いを示す指標である」と規定し、企業経

営の民主化の要件として、従業員を企業経営のパート

ナー・共働者として遇すること、従業員に仕事中心の十分

な訓練を課すこと、業績主義にもとづく処遇、従業員の私

生活への不干渉、従業員に経営参加の機会を与えること、

などをあげている汽

尾高の主張はつまるところ、中山の提起した「社会の空

白」は、経営の民主化によって獲得される新しい「経営の

理念や勤労のエートス」によって埋められるというもので

あった汽

最後に『中央公論』 1961年8月号に掲載された蝋山政道

の「日本の近代化と福祉国家の建設」の内容を見ておきた

し％

蠍山は、中山、尾高の議論を肯定したうえで、「民族社会

と国家の問題」「ナショナルなものへの感情」に対する認識

なしには、近代化の問題は語れないとして「工業化による

伝統社会の崩壊も、そこから生ずる社会的空白もまた思想

的混乱も、またそれを埋めるものとして期待される民主主

義も、このナショナルなものを離れては、根のない観念で

あり、有機的連関をもたない部分現象にすぎない」といい、

「新しい国際的な国家意識の再生と建設によってのみ」日

本の近代化は完成すると述べる凡

明治以降の近代化とナショナリズムの関係についての蠍

山の認識は「民主化を欠いたナショナリズムと産業化の結

合、すなわち歪められた近代化」というものであり、戦後

においてもその前近代性（産業化との一面的結合）は、完

全には解消されなかったという。蠍山は「近代的ナショナ

リズムは産業化と同時に民主化を伴うものである」との認

識から、戦後に新たな近代的ナショナリズムを形成する必

健

要性を説く 380

また、蝋山は民主化の二つの作用として「消極的には、

伝統的なものへの解体作用」「積極的には、新たな秩序を形

成する建設的な作用」をあげている。戦後は、その消極的

な作用、伝統的なものを解体する作用のみが強く働き、新

しい秩序を建設する作用はいまだに発揮されていないとい

う。ではその民主化の積極的作用は、どのような条件のも

とに働くのか。蝋山によれば、議会制民主主義の確立（成

熟）がその条件であるという。蠍山は、議会制民主主義の

確立（成熟）を妨げているものとして、マルキシズムの階

級国家論にもとづく革命的イデオロギーと、旧いナショナ

リズムの残滓（議会を政権の手段としか見ない反動的イデ

オロギー）をあげている。蠍山によれば、階級国家論のイ

デオロギーも、反動的ナショナリズムにも、国家的存在へ

の道徳的自覚が欠如している限り、議会政治において両者

の対立は解決しえないとし、むしろ、国民には、こうした

時代おくれのイデオロギーに支配されないような、道徳的

な基礎的条件（国民道徳）をつくりあげる努力こそが求め

られているのだという叫

蠍山は、国民道徳の再生・再建は、政治が直接行いうる

ものではないとしつつも、それを促進するためには、政治

は「より民主化とより計画化という二つの大きな方向を

もった政策的行政的努力をすることができるし、それが現

代日本の政治的課題である」として、「民主的で計画的な福

祉国家の建設」の必要性と説く。そして「民主的な計画的

な福祉国家の建設という理想の下に、現在の階級闘争も政

党の対立も社会集団の相克も、やがて一つの新しい有機的

な精神的な要因によって、次第にその理由を喪失して、漸

次その解消に向かう」のであり、「敗戦によって一度び喪っ

た愛国心も忠誠心も、次第にこのような新しい状況の下に

再生し、再建されるならば、それこそ日本の歴史にとって

最大の意義をもつことになるであろう」と論説を結んでい

る°。

以上で見たように、当時のアメリカの社会科学者たちか

ら突きつけられた、産業的近代化論に対して、のちにその

同調者と見なされる日本人学者たちは、必ずしも楽観的に

産業社会の到来を予想していたわけではなかった。中山は

産業社会を支える民主主義の欠落を指摘し、尾高は経営の

民主化を説き、蝋山は戦後における新たなナショナリズム

の必要性を訴えていた。蝋山の福祉国家論に関しては、酒

井哲哉によって、「東亜共同体論から近代化論へ」という文

脈のなかで、その主張の戦前・戦中期からの連続性の問題

が提起されているが“、「近代化にともなう伝統社会の崩

壊」とそこに生まれた「社会の空白」をどうにかして埋め

なければならないという認識は三者に共通したものであっ

た。
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日本研究と近代化論ー「近代日本研究会議」を中心に一

先述したライシャワーと中山の対談に戻ると、ライシャ

ワーが示した「日本は西欧社会の外で近代化を達成した最

初の国」であり、工業化や民主化を「一歩一歩実現してい

く機会にめぐまれて」いたという見方に対して、中山は

「ヨーロッパの国々が長い間かかったプロセスを、日本で

は同じように追うことができなかった」といい、終始、急

速な産業的近代化にともなう産業化と民主化のあいだに存

在するギャップの問題を提起していた丸

これまで検討してきた議論の内容からも「ケネディ・ラ

イシャワー路線」や「ライシャワー攻勢」と呼ばれる現象

の内実は、従来のマルクス主義的な歴史観・資本主義分析

に替わる新しい研究枠組を創造すべきだという点では、ラ

イシャワーの議論に応答した日本人学者らの立場はライ

シャワーと一致していたが、明治以来の急速な近代化にと

もなう特殊日本的な状況（封建的遺制と呼ばれるものへの

評価についてなど）に対する認識は、必ずしも一致しては

いなかった。とくに駐日アメリカ大使就任以降のライシャ

ワーの議論は、左翼的知識人や労働者たちを懐柔すること

を目的とした対日工作としての性格が強かったことから

も、く研究会議〉が提起した近代化論ほどには、日米の学者

たちのあいだで議論が深まることはなかったと言えるだろ

う。ただし、金原左門によれば、ライシャワーは、 1966年

に大使を辞任したのち、 1967、8年頃からアメリカのアジ

ア政策を批判するようになる 43。その批判は、おもにベトナ

ム戦争に関する政策へ向けたものであったが、同じ時期に、

〈研究会議〉の研究者たちのなかにもアジアヘの見方や近

代化論の方法論を見直す動きが現れてくる。

3. 近代化論への批判とその後の日本研究

く研究会議〉が「箱根会議」で提示した近代化論には、

当初から、その近代化を計測する諸規準に民主主義や個人

主義といった「近代社会」の前提となるとされた価値意識

を含む指標が欠けているといった批判が日本人学者からな

されていたが、 1960年代の後半に至ると、く研究会議〉の内

部からも、それまでの研究枠組に対する反省が行われるよ

うになる。

1968年 3月にフィラデルフィアで開かれた AASの第20

回年次大会におけるホールの会長講演、 "Reflectionson a 

Centennial" (正田健一郎訳「近代日本評価の態度」『中央公

論』 1969年1月号）のなかで、ホールは、明治百年祭に言

及し、「明治は日本の近代化が展開し、国連が隆盛した素晴

らしい一世紀を指し示すシンボルなのである」として称え

つつ、他方で、日本人の歴史学者からの批判についても検

討を加えている内

明治百年祭とは、佐藤栄作内閣のもと、明治維新百年を

記念して企画された国家的事業である。 1968年10月には、

日本武道館で明治百年記念式典が開かれ、昭和天皇・皇后、

佐藤首相、在日外交団、青少年代表ら約九百人が出席し、

明治元年以来の近代化の成果を称えた。これに対しては、

歴史学を中心に、 54学会が批判声明を出すなど批判も多

かった450

ホールは、批判者から見ると百年祭は、旧暦による建国

記念日の復活などの動きから「政府を通じて作用する新帝

国主義的、ネオ・ファシスト的な諸勢力の働きかけ」と捉

えられているとして、この批判が「いささか性急に過ぎる

ものもあるが、百年祭に関する政府声明にも足りない点が

多々ある」と述べる。そして、 1940年に開催された紀元二

千六百年祭を記憶している人々にとって、百年祭は、あま

りに生々しすぎると批判する代

さらに、ホール自身が「箱根会議」で提起したような没

価値的な近代化の諸規準についても言及し、それらの諸規

準が、暴カ・革命・階級・イデオロギーなどの要素を欠い

ているため、日本の1940年代の諸現象、つまり敗戦へ向け

た道筋を、社会的・経済的緊張から必然的に帰結するもの

としてではなく、むしろ、社会における各種の機能障害か

ら生じた逸脱、あるいは全般的な上昇曲線の一時的下降で

あるという見解を導き出すことになってしまうと述べてい

る470

1960年の「箱根会議」で提起された、ホールの「オープ

ン・アプローチ」は、特定のイデオロギーやドグマを前提

とせずに、客観的な諸基準を用いて近代化の程度を計測す

る目的で掲げられた方法論であったが、ホールはこの会長

講演の最後で、それが「プロセスについてほとんど言及し

ていない」ことを認め、 1960年代を通して顕在化した様々

な政治的・社会的問題（核戦争の恐怖、人口爆発など）に

対する懐疑主義、すなわち、近代化が必ずしも理想的な社

会をもたらすとは限らないとする立場にも耳を傾ける必要

があると述べている丸

ホールによる会長講演が行われた AASの年次大会に先

立つ1968年 1月には、 J・W・モーリが責任者となり、く研

究会議〉の最終セミナーとなる第6回目のセミナーがプエ

ルト・リコで開かれていた。モーリによれば、第 5回まで

のセミナーでは「近代化努力のさまざまな局面の異常なま

での全面的成功を印象づけることとなり、したがって、な

ぜ物事がそんなにうまく運んだかの理由を説明しようとす

る大変な努力を重ねてきた」が、それに比べて、 1920---.....30

年代の両大戦間期をテーマとした第6回では「順調な議論

の進行はしばしば乱れ、誰にも確信がもてず、どうにもはっ

きりさせることが難しいと知らされた」と述べている丸

AASにおけるホールの会長講演とモーリのそれまでの

く研究会議〉への感想を見る限り、両者とも1920---.....40年代
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にかけての日本の戦前・戦中期の歴史分析に関しては、没

価値的な諸規準を指標とした「オープン・アプローチ」だ

けでは上手くいかないということを表明していると思われ

る。ホールは、会長講演において、おもに当時の日本で問

題とされていた明治百年祭について語っていたが、講演の

基底となる主張はあくまでも、これまでに自らが議長を務

めた＜研究会議〉が主導してきた研究枠組の問題性に向け

られていた。ホールは、講演の最後に「日本の左翼とアメ

リカのニュー・レフトは、政治的既成権威にたいしても、

学問的既成権威にたいしても、疑問を抱くという点で共通

している。彼らの戦術は、二つの領域におけるいわゆる
デュー• プロセス

「正当な手続き」を侵害するかも知れない。だが、それで

もなお、彼らには答えずにはいられないような問題を提起

したのである」といい、最後に「すべての人間が平等に作

られているのならば、すべての理念にも等しく、われわれ

の学問体系の中で、耳をかたむけ、検証を受ける機会を与

えられねばならない」と述べて、講演を結んでいる冗

しばしば、アメリカの日本研究者を世代別に見るときに、

戦中から活躍したライシャワーやノーマンらを第 1世代、

1960年代の近代化論で活躍したホールやジャンセンらを第

2世代、ベトナム戦争以降に本格的な研究を始めた第 3世

代という区切り方が用いられるが 51、ホールが会長講演の

最後で言及したニュー・レフト世代（第 3世代）による近

代化論批判は、彼らの世代の主張に耳を傾けるべきだとい

うホールの姿勢とは対照的にかなり強烈なものであった。

たとえば、第3世代に属するジョン・W・ダワーは、「E・

H・ ノーマン一死後20年」を特集した『思想J1977年4月号

によせた論文で、ノーマンがこれまで不当な扱いを受けて

きたことを述べ、アメリカにおけるノーマンヘの関心は、

部分的にはやはりアメリカ政府の東南アジアにおける戦争

と抑圧の経験にもとづくものであるとしたうえで「インド

シナ戦争によって現代社会科学研究がアメリカおよびいわ

ゆる「自由世界」の膨張主義的、反革命的活動を支持し助

長してきた程度が明らかになった」とし、「一九六0年代に

おける欧米の日本研究は、日本近代化の「成功」と、それ

が達成された漸進的、非革命的手法を強調することで、そ

のことに力を貸していた」と述べている 52。さらに近代化論

の方法論に関しても、「箱根会議」で長々と議論が続いたが、

結局、著しく単純な方式が採用され「近代化の本質ーした

がって学問的研究の適切な焦点ーは「合理化、機械化、お

よび進歩の信念」からなると定義された」という 530

また、戦前・戦中期を対象とした研究についても「日本

の「近代化」の成功の面（および封建遺制の積極面）に惑

溺したあげく、昭和初期の歴史的変化のダイナミックスに

ついても、あるいはその災厄についても満足できる構造的

な説明を提供できなかった」と述べ、先に引用したJ・W・

健

モーリのく研究会議〉への不満に言及し「欧米の日本学者

は昭和研究会の自家版を作っていただけ」との評価を下し

ている 54。他方、ノーマンに関しては「日本社会の内部的緊

張と衝突をノーマンが認めていたことはおそらく、かれの

著作と「近代化理論後の時代」における日本学についてい

ま形成されている新しい方向とをつなぐ唯一の最も明白な

環をなすものである」と高い評価を行っている 550

金原左門によれば、ダワーをはじめとする第 3世代の日

本研究者は、アメリカでは「リヴィジョニスト」と呼ばれ

ている。それは、日本で「修正主義者」という言葉を用い

るときに想起されるマイナス・イメージとは関係が無く、

1960年代後半からアメリカの社会科学の内部でそれまでの

研究の意味や方法を反省する潮流を作り出した人々のこと

を指す汽

彼らが注目されるようになったきっかけは、アメリカの

アジア研究のあり方に疑問をもったハーバード大学の大学

院クラスの若い研究者たちによって1967年に結成された

「憂慮するアジア研究者委員会」 (Committee of Con-

cerned Asian Studies、以下CCAS)による活動であった。

CCASについてここでは詳しく見ないが、金原によれば、

ホールが会長講演を行った AASの第20回大会では、 (1)ベ

トナムヘの戦争加担の拒否、 (2)国民と国家を破滅に導く政

府の拒否、 (3)米国のベトナムからの一方的撤退の要求、 (4)

徴兵拒否者の支持、という 4点が掲げられ「ベトナム人民

の皆殺しとならざるをえないアメリカの政策に断固反対す

る」との決議がなされ、この決議がCCASの活動を促進す

ることになった叫金原によれば、ダワーもまた CCASの

活動にコミットしており、 1969年には CCASの機関紙

(Bulletin of Concerned Asian Studies) に、日米軍事協

定の危険性を追及する内容の論文を執筆していた汽

ダワーによるホールたち第 2世代の日本研究者に対する

批判は、以上のような文脈においてなされたものであった

が、ここで明らかとなったのは、当時AASの幹部クラスで

あったホールたち第 2世代の研究者たちのあいだにも、

1960年代末に顕著となるベトナム戦争に象徴されるアメリ

カのアジア外交の失敗に対する批判や、それにともなって

CCASなどで提起された研究者たちの社会的責任につい

ての自覚などについて、ある程度の共通認識が存在してい

たということである。

「箱根会議」において、日本人学者たちによって封建制・

絶対主義・ナショナリズム・資本主義といった価値判断を

ともなう指標が欠落していると批判されたときには「厳密

にいえば、これらの一般的述語は、近代化の諸原因を説明

するために用いられてはならない 59」と答えていたホール

も、 1960年代における社会的・政治的変動のなかに身を置

いた経験から「「社会的棲息環境」と密接に関係する理想が、
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日本研究と近代化論ー「近代日本研究会議」を中心に一

決定的な形で、それぞれの学問活動の性格を規定している

という事実を、われわれは無視することはできない」と発

言するに至っていた 60。しかし、近代化を見る際の「オープ

ン・アプローチ」そのものについては、「学問の基礎となる

のは価値判断からの解放ではなく、むしろドグマやイデオ

ロギーからの解放なのだ」といい、「理論的研究への開放的

アプローチこそが客観的な学問の特質なのであり、われわ

れの目標とすべきものなのである」として、「われわれは、

あらゆる体制にたいする懐疑的な態度を深めること、窮極

的な人間的諸価値への執着を再確認することを要請されて

いるのだ」と言明している叫ホールのいう懐疑的態度は当

然アメリカ社会にも向けられていたものでもあったと考え

られる。

ここで、ホールはく研究会議〉の初期の議論において主

張されていた「客観性」が、それほど中立的なものではな

く、実際はアメリカを象徴とする西側諸国の社会を目標と

していたということを告白していると考えられる。ホール

の会長講演は、そうした自己認識のうえにたって、特定の

国や地域をモデルとしない、「多様な近代」のあり方を認め

ようとする宣言だったのではないだろうか。

最後に、近代化論以降の日本研究の潮流を簡単に見たう

えで、 く研究会議〉の議論が持った意味を考察したい。

1980年代以降の日本研究の潮流を整理した中村政則によ

れば、 1980年代の中頃から、近代化論の影響力は低下しは

じめ、 1990年代に入ってからは、近代化にかわってモダニ

ティ （近代性、近代）の問題をあつかう研究が日本研究の

なかでも多くを占めるようになる。ある達成目標（工業化、

高度大衆消費社会化など）がありそれに向けてのプロセス

に注目し、具体的指標を立て、それぞれの指標の達成度に

よって近代化の度合いを測ることが、近代化論の基本的な

研究枠組であるとすれば、モダニティ研究は、近代の「在

りよう」（状態）そのものを研究対象・分析対象とする（そ

れゆえ、思想・文化の問題に偏りがちな点もある）。それら

の研究では、「Modernities」という複数形が用いられてい

ることからも、アメリカにはアメリカの、日本には日本の

「近代」が複数存在することが前提とされており、「近代化」

の到達点は設定されていない。また、「近代社会」を準備し

た時代に対する認識も近代化論とモダニティ論では異なる

とされる。マルクス主義歴史学が封建制を克服すべき対象

と見ていたのに対し、近代化論は、封建制について、「近代」

を準備した積極的要因として評価していた。モダニティ論

は、これらの否定的・肯定的評価を超えて、その時代その

ものが価値のあるものであると捉え、封建制 (feudalism)

という言葉を使わずに、 EarlyModernという用語によっ

て当時の思想・文化・生活を評価する凡

「箱根会議」に参加した丸山慎男は、 1988年に開かれた

中国の留学生・研究者を対象とした「東アジア諸国の近代

化をめぐる諸問題」をテーマとする座談会のなかで、近代

化論が当時から誤解されていたとして「日本では、近代化

論というのは西欧の近代化を絶対として、それを尺度とし

てほかの国の近代化を測る議論だと言われているわけです

〔中略〕しかしそれは私の実際の体験からいうと非常に違

うんです。これは英米学者とも意見が違いました。英米学

者のためにあえて擁護するならば、そうじゃないんです。

逆です、むしろ。近代化の道が多様だということが彼らは

言いたかった」（引用文中、亀甲括弧内、引用者。以下同じ）

と述べている 63。また、近代化のプルーラリズムを示すため

に、彼らはあえてイデオロギーの問題を無視したといい、

「複数の近代化を主張したのが、ノン・イデオロギーの近

代化の立場だった」とも述べている凡この発言は、「あえ

て擁護するならば」という前置きをしたうえでの、英米人

学者たちの主張を丸山なりに再解釈したものだと考えられ

るが、ホールがく研究会議〉が終わるまで固執し続けた「オー

プン・アプローチ」の積極的な側面を正確に捉えた発言だ

と思われる。

「封建制から資本制へ」という発展段階論が強い影響力

を有していた1960年当時の歴史学の領域において、そうし

た単線的な近代化の筋道を相対化するという意味では、

ホールの示したアプローチは、1990年代以降に盛となる「複

数の近代」という歴史認識を準備する役割を果たしたと言

えるのではないだろうか。

おわりに

本稿では、第一節で く研究会議〉 の財政的側面に関する

実態把握を行い、助成する側の意図と く研究会議〉 への批

判との間にある認識のずれを明らかにした。また、 く研究会

議〉につながる日本研究の二つの系譜をたどることで、 〈研

究会議〉の歴史的な位置づけを行った。第二節では、 1960

年代初頭における近代化論の議論のなかでライシャワーの

果たした役割を大使就任にかかわるエピソードに注目する

ことで明確にした。また、同時期に活発に議論された産業

的近代化論に対する日本人学者らの主体的関心についても

検討を行い、彼らが、後年批判されるようなライシャワー

および産業的近代化論のたんなる同調者ではなく、むしろ、

戦後初期に近代主義者と呼ばれた人々が議論していたよう

な急速な産業的近代化にともなう封建的遺制の残滓といっ

た問題について強い関心を持っていたことを明らかにし

た。第三節では、 く研究会議〉を総括したホールの講演を取

り上げ、く研究会議〉内部における近代化論の反省がどのよ

うな政治的・社会的背景のもとに行われたのかを検証し

た。さらに第2世代の日本研究者に対するダワーの批判を

，
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取り上げ、ダワーら第 3世代が追及した研究者の社会的責

任についての認識などが、ある程度、第 2世代にも共有さ

れていたことがわかった。

く研究会議〉の提起した日本近代化論は、マルクス主義

の歴史観、端的に言えば唯物史観に替わる研究枠組として

構想されたが、彼らのセミナーが開かれた1960,.......,68年は、

既成の体制に対する批判が激化した時期にあたり、日本と

アメリカの両国においてつねに研究内容の政治性が問われ

る時代環境にあった。 1978年にジャンセンは、近代化論が

「今日の日本の体制を維持し、日米協調のもとにもう一本

の支柱をそこに加えようという、政府・財団・大学中枢部

が合体して進める悪質な陰謀」と見られているが、この種

の議論は日本には1960年当時から存在したおり、「彼ら〔日

本の学者たち〕はいまや六0年代末のアメリカの若い学者

たちの間に自説のこだまを聞くこととなった」と慨嘆して

しiる650

丸山がのちに座談会で話したように、ホールの「オープ

ン・アプローチ」そのものは「複数の近代（化）」がありう

るという認識を提示する可能性を持っていた。しかし、ホー

ルたちの提起した近代化論は、当時の政治的社会的環境の

なかにおいては、つねにマルクス主義の対抗イデオロギー

という性格を付与されることとなり、「近代化」という一方

向的な概念で社会を捉える歴史認識が問い直されるなか

で、唯物史観の対抗イデオロギーというラベルを貼られた

まま、史学史上の一つのエピソードとして人々に記憶され

るにとどまったのではないだろうか。
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Japanese Studies and Modernization Theory: 

focusing on Conference on Modern Japan 

Ken KAKIUCHI 

This paper aims to clarify, through the reexamination of the views on modernization of Japan chiefly 

discussed in "Conference on Modern Japan" (CMJ) in 1960's, that the conceptual framework for the basis 

of "Multiple Modernities," the perception of history which has become the main stream in recent years 

in the field of the Japanese Studies, had been presented in CMJ. 

John W. Hall, the chairman of CMJ, proposed the conceptual framework, "Open approach" (an 

approach to presented a hypothesis without expecting conclusions beforehand) to modernization, in "the 

Hakone Conference", the preliminary round of CMJ held in the summer in 1960. At that time, this 

approach was perceived by the majority of historians in Japan as an ideology for the conceptual frame-

work that opposed the Marxism view of history, and the meaning of his proposal was not correctly 

understood in Japanese academism. 

However, the detailed analysis in the present study of the characters of CMJ and the situation 

surrounding it revealed that "Open approach" originated by Hall was not merely an ideology but the 

conceptual framework that enables us to analyze the way to "Plural Modernization", and even further 

revision of that framework had been attempted by the time when CMJ was closed in 1968. 

The present work attempts to reevaluate the theoretical possibility of the modernization theory, 

which was called "Intellectual mushroom cloud" among young researchers, according to the recollection 

in 1978 by Marius B. Jansen, who was one of the member of CMJ. 
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